
JLMA
JL


保守点検契約書【雛形】
2012年版

日本ロック工業会

日本ロックセキュリティ協同組合

保　守　点　検　契　約　書
　　　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という）と　　　　　　　　　　　　　　
（以下「乙」という）は、下記のシステム（以下「本システム」という）の保守点検に関し、次のとおり契約を締結します。

１．設置場所：

※住所や建物名を明確にする。
２．本システムの名称および数量：
※本システムの明細等は、下記のように定め明確にしておくこと。（製品型式・数量・備考などを記載する。）

例：甲ビル入退管理システム及び非常口扉　錠システム一式
	
	製品型式
	数量
	備考

	1
	制御盤３０回線
	3
	

	2
	モーター錠ＡＬ３Ｍ
	85
	

	3
	カードリーダー
	60
	

	4
	テンキー
	10
	

	5
	円筒錠　ＨＫＷ－２Ａ
	5
	


３．保守点検料金：　年額□□□□□□□円（消費税は含まず）

４．保守点検日：　　　　毎年×月と○月の年２回
※回数に関しては、契約により異なる。
５．保守点検開始日：　　平成○○年××月△△日
※契約の締結日を明確にする。

６．保守点検満了日：　　平成○○年××月△△日
※製品毎の耐用年数による、保守点検最大延長期間を覚え書きで別途定める。
７．支払い：保守点検毎に年額保守点検料金の半額づつを支払い、その方法については
第６条に規定する。
※注記　年額保守点検料金を毎月定額で分割して支払う場合、または口座引落としで保守点検契約を結ぶ場合は、月次都度の請求書発行の有無を甲乙で取り決めておく
こと。

第１条（本システム）

保守点検を行う本システムの範囲は、項目２で定めたとおりとします。

第２条（保守点検範囲）

本契約に基づき乙が行う保守点検範囲は次のとおりとします。

１．予防保守点検

本システムの最上な稼動を維持するために、「基本保守点検項目検査票」で定める保守点検調整作業を行います。

※確認項目・確認項目内容・チェック箇所・チェック方法・チェックの内容・チェック確認（良否）・処理方法・報告事項・お客様確認印・保守点検作業内容・等々記載した内容を書式書類として作成しておきます。
２．修理保守点検
本システムに故障が発生した場合は、甲の要請により乙は速やかに技術員を派遣して修理を行います。
なお、予防保守点検実施予定月前の１ヶ月間の間に故障修理を実施した時は、
甲の了解を得て、次の予定の予防保守点検を合せて行えるものとします。
第３条（除外作業）
次の業務・作業は、本保守点検サービスの範囲に含まれないものとします。

（１）第４条に定める時間帯および期日以外の保守点検サービス

（２）本システムの移設および撤去に関する作業
（３）本システムの日常の清掃・点検作業

（４）オーバーホール

（５）消耗品の供給

（６）天災・火災・人災その他乙の責めに帰すことの出来ない原因により生じた故障の修理

（７）本システムの取扱い説明書に基づかない使用環境・取扱いによる故障の修理
（８）乙以外の者が追加作業した部位の事故・故障の調査および対策

（９）消耗品および記録媒体の不良等による故障の修理
第４条（保守点検作業時間帯）

本システムの保守点検は、平日（月～金）の午前９時から午後５時までとします。

ただし、国民の祝祭日および乙の定める休日・年末年始は、保守点検作業時間帯には含まないものとします。

第５条（保守点検料金）

本システムの保守点検料金は、頭記記載金額とします。
なお、経済情勢の変化等により、甲乙協議のうえ、これを変更できるものとします。

第６条（支払い）

１．乙は、保守点検完了月の末日までに規定の保守点検料金を甲に請求するものとし、甲は乙の発行する請求書に記載された期日までに乙の指定する銀行口座に振り込むものとします。
２．第15条に基づき本契約が延長される場合も、本条１項と同じとします。

３．本条第１項、第２項以外の保守点検料金および第８条に定める費用については、その都度、乙は甲に請求し、甲は乙の発行する請求書に記載された期日までに乙の指定する銀行口座に振り込むものとします。

第７条（支払遅延損害金）

甲の責に帰すべき事由により保守点検料金を支払約定日に支払うことができなかった場合、乙は甲に対し、支払約定日の翌日より支払いの日までの日数（以下「支払遅延期間」という）に応じて、当該保守点検料金に対し年利8．00％を乗じた金額を支払い遅延損害金として請求できるものとします。

ただし、天災地変その他やむを得ない事由により支払約定日に支払うことができない場合には、当該事由の継続する期間は支払遅延期間に算入しないものとします。

第８条（部品の交換）

乙は、保守点検作業の実施に際しメーカー保証適用外の部品の交換が必要な場合、甲乙協議のうえ、甲に部品代金を請求するものとします。

第９条（保守点検要員）

乙は、保守点検実施については乙の従業員あるいは乙の指定する業者に委託することができるものとし、乙は当該委託業者に対し、本契約に規定する乙の義務が遵守・
履行されるよう管理するものとします。

第10条（立入権および機密保持）

１．第９条に規定する保守点検要員は、保守点検・修理のため本システムの据付場所に甲または甲の顧客の了解を得て立ち入ることができるものとします。
その際、甲または甲の顧客の事業所の諸規則を遵守するものとします。

２．乙は前項の立ち入りにあたり知り得た甲および甲の顧客の業務上の機密（個人情報を含む）は、これを第三者に漏洩しないものとします。

３．前項の規定は、本契約終了後も効力を有するものとします。

第11条（据付場所の移転）

甲は、本システムを移転または移設しようとする場合は、予め書面で乙に通知する
ものとします。

第12条（契約の解除）

甲または乙に、次の一つでも該当する事由が生じた場合は、相手方は直ちに本契約を解除することができるものとします。

（１）仮処分・仮差押・差押もしくは競売の申請・破産・民事再生・会社整理もしくは会社更生の申し立てがあったとき、または清算に入ったとき。

（２）租税公課を滞納して保全差押を受けたとき。

（３）支払を停止したとき。

（４）手形交換所の取引停止処分があったとき。

（５）資産・信用または事業に重大な変化が生じ、本契約に基づく債務の履行が
困難になる恐れがあると認められるとき。

（６）監督官庁から営業許可の取消しまたは停止の処分を受けたとき。

（７）本契約に定めた条項に違反したとき。

第13条（中途解約）

１．甲の都合により本契約を期間途中で解約した場合、乙は未着工分に相当する保守点検料金を甲乙協議のうえ計算し払戻しするものとします。
ただし、年間保守点検料金を毎月定額で分割して支払う契約の場合は、甲が解約を申し出た月以降に入金された分についてのみ、乙からの払戻しとします。
２．本保守点検契約に記載する内容で、経営譲渡または管理会社変更等により契約者を変更する場合、前項に準じた中途扱いとし、本システムを継続して乙に保守点検の委託をする場合は、速やかに新たな契約を締結することとします。
第14条（反社会的勢力の排除）

１．甲および乙は、自己が反社会的勢力（「企業が反社会的勢力による被害防止するための指針（平成１９年６月１９日犯罪対策閣僚会議幹事会申合せ）」において、暴力、威力または詐欺的手法を駆使して経済的利益を追求する集団または個人である旨定められている「反社会的勢力」）でないことを表明し、現在および将来において次の事項に該当しないことを保証するものとする。

（１）役員等（役員のほか、支配人、営業所の代表者その他いかなる名称によるかを問わず役員と同等以上の職権または支配力を有するものをいい、非常勤の者を含む）に、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という）または同条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という）と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として同条第１号に規定する暴力的不法行為等を行なうおそれがある者（以下「暴力団関係者」という）がいないこと。

（２）暴力団、暴力団員または暴力団関係者（以下これら三者を「暴力団等」と総称する）が経営に関与していないこと。

（３）暴力団等から名目を問わず資金提供、出資などの便益を受けていないこと。

（４）暴力団等に対し名目を問わず資金の供給などの便益を供与していないこと。

（５）反社会的勢力との間に、利用、協力、交際など社会的に非難されるべき関係を一切有していないこと。

２．相手方が前項の規定に反すると疑う事実のあるときは、相手方当事者に対し当該事項に関する報告を求めることができ、報告を求められた相手方当事者は相手方の指定した期日までに報告書を提出するものとする。

３．甲および乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当した場合は、即時本契約を解除し、解除によって生じた損害を相手方に請求することができるものとする。

（１）第１項の保証に反し、または反すると疑うに足る相当の理由があるとき。

（２）前項の規定に違反して報告書を提出せず、または虚偽の記載をした報告書を提出したとき。
第15条（有効期間）

本契約の有効期間は、保守点検開始日より１年間とします。
ただし、期間満了の２ヶ月前までに甲または乙からの文書による契約解除通知がない場合は、本契約は自動的に１年間延長するものとし、以後製品毎の保守点検最大延長期間満了までこの例によるものとします。
※保守点検最大延長期間を覚え書きで別途定める。

第16条（特約条項）

甲乙の合意により別途書面による特約条項がある場合には、その特約は本契約条項に優先して適用するものとします。
※保守点検契約書に付随する覚書を別途作製しておきます。

第17条（協　議）

本契約に定めのない事項および本契約条項に定められている事項の解釈に疑義を生じた場合は、甲乙協議のうえ円満に解決するものとします。

第18条（合意管轄）

本契約に関して生じた甲乙間の紛争については、乙の所在地を所轄する地方裁判所をもって管轄裁判所とします。

本契約締結の証しとして本書２通作成し、甲乙記名捺印のうえ各１通を保有します。
※本書は、一括管理で保管し、写しを手元に置きいつでも閲覧出来るようにしておきます。




　　　　　　平成○○年××月△△日





甲：





乙：東京都皆得瓢箪島１－１－１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヒョッコリ瓢箪島株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役大統領　ドン・カバチョ


（※保守点検契約は、基本的には会社代表者の契約とします）
平成○○年××月△△日締結の保守点検契約書に付随する覚書
　　　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という）と　　　　　　　　　　　　　　
（以下「乙」という）は、平成○○年××月△△日締結の保守点検契約書の第16条（特約
条項）について、下記について甲乙合意したので覚書を作成する。

記
パソコン機材の更新により、パソコンの契約期間を平成○○年××月△△日まで延長するものとする。

その後のバソコンの取扱いについては、該当パソコン保守満了前までに甲乙協議のうえ別途定めるものとする。




　　　　　　平成○○年××月△△日





甲：





乙：東京都皆得瓢箪島１－１－１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヒョッコリ瓢箪島株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役大統領　ドン・カバチョ



（※保守点検契約は、基本的には会社代表者の契約とします）










